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生活保護の申請手続きについて 
 

 

 

 

 

 

 

①本人または医療機関から福祉事務所に連絡を行う 

②連絡を受けた福祉事務所職員が医療機関に出向き、保護の要件を確認する 

③保護の要件を満たしていれば生活保護の適用を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発病・緊急搬送 

休日・夜間等の場合 
意識不明など保護の要件

が確認できない場合 

・本人または医療機関よ

り福祉事務所へ連絡 

・治療 

・福祉事務所において保

護の要件の確認 

・保護の適用 

 

・医療機関より福祉事務所へ

連絡 

・治療 

・保護の適用 

・保護の要件が確認できる状

態になった時点で要件を確

認 

・治療 

・休庁日明けに、本人

または医療機関より

福祉事務所へ連絡 

・福祉事務所において

保護の要件の確認 

・保護の適用（保護の

開始日は搬送時点に

遡及も可） 

通常の場合 
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生活保護法（昭和 25年法律第 144号）（抜粋） 

 

 

（保護の補足性） 

第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。 

２ 民法（明治 29年法律第 89号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める

扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 

３ 前２項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げるも

のではない。 

 

（申請保護の原則） 

第７条 保護は、要保護者、その扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基いて

開始するものとする。但し、要保護者が急迫した状況にあるときは、保護の申請がな

くても、必要な保護を行うことができる。 

 

（職権による保護の開始及び変更） 

第 25 条 保護の実施機関は、要保護者が急迫した状況にあるときは、すみやかに、

職権をもつて保護の種類、程度及び方法を決定し、保護を開始しなければならない。 

２ （略） 

３ （略） 

 

（費用返還義務） 

第 63 条 被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかかわらず、保護を受

けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、

その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を

返還しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


